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■はじめに
　　訓練：（人ではなく）障害に対処する（治す）ための技術

支援：（障害ではなく）その人と地域で暮すために必要な援助
※「治して自立（治らない人は自立できない）」ではなく（知的障害者も）「必要なことを支援をうけつつ自立」するということについて考えてみたい。
■障害の社会モデル
障害の社会モデル(social model of disability)：障害は個人には存在せず、社会的に構築された不利益や活動の制約が障害の本質である、とする障害観

・この考え方によれば、障害(disablement)の実体とは、「障害者(disabled person)」といわれる人たちのことをまったくまたはほとんど考慮せずに社会活動の主流から排除する社会的抑圧がもたらす障害化／無力化(disablement)であり、世間で一般的に「障害」と思われている身体的欠損や変形、あるいは心身の機能不全などは、単なるその人個人の属性にすぎない。

・社会モデルの考え方は、それまでの医療やリハビリテーションのみに目を向ける障害者施策や福祉の制度のあり方に疑問をもつ70年代イギリスの障害当事者運動のなかで始まり、その後障害のある学者が中心となって立ち上げた障害学(disability studies)という新しい学問の枠組みのなかで発展していった。　そして、DPI（Disabled Peoples’ International：障害者インターナショナル）をはじめとする国際的な障害当事者運動の理論的支柱となり、近年のバリアフリーや差別禁止を含む障害者の人権擁護施策、さらには「障害者の権利に関する条約（CONVENTION ON THE RIGHTS OF PERSONS WITH DISABILITIES）」の考え方に大きな影響をあたえている。

■障害者権利条約
・2006年12月の国連総会において採択された21世紀の初期に生まれた8番目の人権条約

・日本も2007年9月28日に署名を行い、さらに、早期の批准を前提として国内法制との整合性をはかる調整作業が進められているところ（早ければ来年の通常国会？）

・この条約においては、障害とはまず差別や不平等という社会的問題であり、条約制定の目的は、障害者の人権と自由を回復し不平等の是正をおこない、社会への完全な参加を実現することである。

この条約は、すべての障害者によるあらゆる人権および基本的自由の完全かつ平等な享有を促進し、保護し、及び確保することならびに障害者の固有の尊厳の尊重を促進することを目的とする。

障害者（persons with disabilities）には、長期的な身体的、精神的、知的または感覚的な機能障害（impairments）を有する者を含む。これらの機能障害は、さまざまな障壁との相互作用により、障害者が他の者と平等に社会に完全かつ効果的に参加することを妨げることがある。（1条）

・障害者の人権および基本的自由を確保するための方法論：「障害を理由とする差別」を禁止しその是正を社会の側に求めるという非差別アプローチ(non-discrimination approach)　≒社会モデル
「障害を理由とする差別」：障害を理由とするあらゆる区別、排除または制限であって、政治的、経済的、社会的、文化的、市民的その他のあらゆる分野において、他の者と平等にすべての人権および基本的自由を認識し、享受し、又は行使することを害し、又は妨げる目的又は効果を有するものをいう。障害を理由とする差別には、あらゆる形態の差別（合理的配慮の否定を含む）を含む。（2条）

・「合理的配慮(reasonable accommodation)」…この条約の鍵となる概念
「合理的配慮」：障害者が、他の者と平等にすべての人権および基本的自由を享有し、または行使することを確保するための必要かつ適当な変更および調整であって、特定の場合に必要とされるものであり、かつ、均衡を失したまたは過度の負担を課さないものをいう。（2条）

歴史的には1960年代半ばのアメリカにおいて宗教差別との関連で生まれ、1973年リハビリテーション法を経て、1990年アメリカ障害者差別禁止法(Americans with Disability Act of 1990：以下、ADA)に継承された概念　⇒障害者権利条約へ
具体的には、「身体障害者が働く職場をバリアフリーにする」とか、「視覚障害者が受験する際に点字の試験問題を用意する」といったことなどを思い浮かべると、理解しやすい。
この合理的配慮という考え方を採用することにより、「障害があるから雇わない」といった明白な差別だけでなく、「障害者が働けない職場環境を放置する」等も差別であるとしてその解消を求めることが可能となる。

■合理的配慮と自立生活
・条約19条：「障害のある人の自立生活と地域へのインクルージョン(inclusion)」

以下のようなことがらを確保することを締約国に義務付けている。

(a) 障害者が、他の者と平等に居住地を選択し、およびどこで誰と生活するかを選択する機会を有すること、ならびに特定の生活様式で(in a particular living arrangement)生活する義務を負わないこと。

(b) 障害者が、地域社会における生活およびインクルージョン(inclusion)を支援するためにならびに地域社会からの孤立および隔離を防止するために必要な在宅サービス、居住サービスその他の地域社会の支援サービス（パーソナル・アシスタンス(personal assistance)を含む）を障害者が利用することができること。

(c) 一般住民向けの地域社会のサービスおよび施設が、障害者にとって他の者と平等に利用可能であり、かつ、障害者のニーズに対応していること。　　　　　　　　　　　　　　　　　　（19条）

つまり…

・障害のある人が施設ではなく地域において自由で自立した生活をおくることもまた「他の者との平等を基礎とした人権および自由」であり、そのために必要な支援を家族や狭い範囲の近隣社会にだけに求めることもまた明らかに「均衡を失したまたは過度な負担」ではないのか。

・合理的配慮の概念を広く解釈すれば、個々の障害のある人が地域で自立して生活するために必要な公的サービスを国や自治体に求めることは、障害者当事者の権利である。

・さらに、パーソナルアシスタンスが「特だし」されていることにも注目してほしい。
※知的障害者がパーソナルアシスタンスをうけて地域で自立して生活することは当然の「権利」である。
■パーソナルアシスタンスとは？
厳密な定義：ケアの受け手による直接雇用
　　①利用者による介護者の募集②利用者と介護者の雇用契約③利用者の指示に従った介護④公費による介護費用の提供

　本質的な定義：利用者主体(consumer-centered)のケア ⇔提供者主体のケア(carer-centered care)

具体的には、以下のような「動く施設」ではないヘルパーサービス

・他に選択肢がない

・誰がどんな任務をもって私たちを介助しようとしているのか、私たちには選べない。

・利用者は自らのニーズを、全体の計画のニーズにあわせなくてはならない。

・アシスタンスを規制する成文・不成文の規則があり、利用者が管理できない規則となっている。

・アシスタンスが一定の時間、活動、場所に限られている――すなわち、ある特定の住宅に住まなくてはならず、どこにでも住めるというのではない――

・アシスタンスを提供している職員を、数人の利用者が共有している。

・階層があり、利用者はピラミッドの底辺に位置している。

ラツカ（1991p.116）

※知的障害者の地域自立生活支援は「動く施設」では実現できない！
■息子（亮祐）のこと

現在高等養護学校１年生、重度知的＋自閉症（愛の手帳２度、行動援護は「楽々」取得？）

2000年頃～　「介護券」の利用、自費ガイドヘルパーの利用

2001年　　　 「シカゴ研修」の参加
2002年（ 9歳）　「ホームヘルパー制度」利用開始（3時間×週2回）

　　　　　　　　　※自立生活センターグッドライフとの出会い

2003年（10歳）　支援費制度スタート  居宅介護30時間（身体介護付き20時間、なし10時間）





　　 移動介護20時間（身体介護付き10時間、なし10時間）

　　　



     ※他に長期休暇中は（120時間程度までの）特別加算あり

2004年（11歳）　　→60時間

2005年（12歳）　  →70時間

2006年（13歳）　自立支援法スタート　行動援護50時間・身体介護30時間・移動支援20時間

・現在、月曜日～土曜日までの週5日（火曜日は学童にいくので休み・日曜日は原則家族の日）

・学校への「お迎え」から6時～7時頃までの5-6時間の定期的（祝日・正月も）「枠」介護

・臨時もいれると月平均ほぼ120時間程度（自己負担3.5万円程度）

・ヘルパーの時給確保のために（自己負担の減より単価増を優先。そのかわり、行動援護を「のばして」計算してもらうことで、100時間超の場合も（今のところ）自費負担派遣はなし。

・他に、ショートステイを月２，３日
・休暇には、海・川・スキーに２泊～４泊旅行（介助者の企画とJECの両方あり）※JECは全額自費

■多摩（東久留米・西東京・練馬周辺～日野・多摩）の知的障害者／児の自立生活支援

・1980年代から「障害児を普通学校に」という活動・府中療育センター闘争に端を発する介護保障運動が存在。

・1990年代以降活発となっていった自立生活運動という枠組みを得て支援者の再編・強化が進み、ピープルファースト組織化の支援及び七生福祉園を中心とする脱施設支援をおこなう。
・施設から出た知的障害者の自立生活のために東久留米や田無の自立生活センターが「長時間見守り型」の知的障害者の自立生活支援（介助／介護）を開始。
・自立生活運動の開発したパーソナルアシスタンスを基礎／基盤（「当事者主体」の理念及び介助者などのリソースの共有／「持ち出し」）としているが、支援論の根っこは「共に生きる関係」「双方が命を看あっていく関係」（新田2008）
　　　【参考】太田監修DVD(2002)、ピープルファースト東久留米（2007）、寺本他2008
■知的障害／自閉児の自立生活支援

・中核は「いわゆる動く重症児」（小澤2007=1984）
・近隣の自立生活センターなどの派遣も得ながら、「拡大中」
・最初は「子供の介助」には疑問もあったようだが、体験と「将来の自立のためには今から介助者に支援される状況に馴れたほうがよい（そうすれば知的障害が重くとも「介助者を使いこなす」ことはできる）」という説得？で現在では「重い知的障害や自閉症の子供にこそ介助が必要」と積極姿勢に変化。３年後（高校卒業後）の亮祐の「支援付き自立生活」を前提として進行中。

【参考】ともに暮らし、歴史を紡ぐ介助／支援を受けながら作る地域生活の実際　　⇒写真
■サポーテッドリビング（アメリカ・カリフォルニア州）

・サポーテッドリビング(supported Living)：発達障害者（知的障害者、自閉症者、てんかん、脳性まひ者等）版「自立生活（Independent Living）」
サポーテッド・リビングとは…障害の種別・軽重にかかわらず、親の家でもグループホームでもなくアパートや一戸建てなどの自分自身の家（your own place）で暮らしたい人のためのサービスです。

リージョナルセンターは…サポーテッドリビングの事業者と契約し、パーソナルアシスタントの費用の支払いをします。家賃・日常雑貨費・電話代・ケーブルTV費用などの余暇活動の費用を含む生活費については利用者が負担します。（SSIあり）その他、MediCal(メディケイド：医療扶助のCA版)、精神保健サービス、職業訓練、IHSS（In-Home Supportive Service：ホームヘルプサービス）などが利用可能です。
サポーテッドリビング・サービスでは…どこで暮らすか／誰の支援をうけるか／家に誰を入れるか／家でなにをするかは、あなたが選択します。

サポーテッドリビング・サービスが支援するのは…お金の管理／家事／調理／買い物／医療受診や服薬／交通機関の利用や移動／学びたいこと／あなたが自分のためにしたいこと／あなたが誰かのためにしたいこと、などです。

サポーテッドリビング・サービスはあなたやあなたの家族と一緒に…あなたがなにを望み必要としているかを知ること／住むところを探すこと／アシスタントや支援者を見つけること／（支援者として同居する）ルームメイトを選び、さらに雇用し、訓練すること）／あなたが安心して暮らせるように24時間の見守り(back up)支援をおこなうこと／事業所やアシスタントの都合ではなくあなた自身のやり方(routine)で暮らせるようにすること／なにか問題がおこったらそれを解決すること／あなたがもっともっと決定し(decision)選択する(choice)こと、を支援します。

　

カリフォルニアの法律（the Lanterman Act）には、「あなたは、地域で暮らすために必要な福祉や支援をうける権利をもっている(You have the right to services and supports that help you live in the community)」と書いてあります。

カリフォルニアに住む発達障害者(people with developmental disabilities)は、自分の望む暮らしをする（live like they want）ための福祉をうける権利を持っています。ランターマン法には、「あなたが望めば、サポーテッドリビング・サービスを使って、地域生活に必要な支援をうけ、グループホームではなくあなた自身の家で(not in a group home but in your own place)暮らすことができる」と明記されています。

サポーテッドリビング・サービスを受けたい人は、地域のリージョナルセンターのサービスコーディネーター（ソーシャルワーカー/ケースワーカー）に相談し、ＩＰＰミーティング（Individual Program Plan Meeting：個別援助計画策定会議）でそう訴えなければなりません（make sure you talk about it）。ミーティングの結果、あなたを含めたＩＰＰミーティングのメンバーの合意ができれば、あなたのＩＰＰ（Individual Program Plan：個別支援計画）にサポーテッドリビング・サービスが加わります。

ＩＰＰの役割は、あなたが地域で自立して暮らすたに必要な目標やサービスを関係者の間で確認することです。リージョナルセンターは、あなたが欲するサービスの選択を支援し、様々な事業所(agency)やプログラムを紹介する義務があります。また、サポーテッドリビング・サービスについてもっと知りたければ、いろいろな事業所を訪問し見学することもできます。

　　　　　”Supported Living”(Protection & Adovocacy, Inc)より
・サポーテッドリビング・サービス（SLS: Supported Living Services）の正式制度化されたのは1995年（ランターマン法Welfare and Institutions Code 4689）。ただし、80年代半ばから実質的には同等のサービスがIndependent Livingなどの別カテゴリー名で実施されている。
・リージョナルセンター：民間委託された発達障害者のための福祉事務所＆サービスの購入者。

・財源：Medicaid Waiver（施設入所の代わりに地域福祉を選択）財源＋自治体財源。
資料２⇒カリフォルニア州発達障害局によれば、人口3700万人のカリフォルニア州において、2005年度の実績ベースで5256人のサービス利用者がＳＬＳを利用しており、2億3000万ドルの公費が使われていますが、そこには、子どもや家族同居の人たちを対象としたレスパイトサービスや移動支援サービスの費用（それぞれ1億9000万ドル前後）は含まれていません。つまり、カリフォルニア州では、自立生活をしている知的障害者のヘルパー代として、なんと一人平均年間500万円以上の支援費が使われていることになるのです。

・SLSの提供者は、SLS provider（事業者）／（利用者ではなく）利用者とIPPの契約をしたリージョナルセンターが契約・管理・費用の支払いをおこなう。

・SLSのレートは、リージョナルセンターごとに異なる。（LAなど物価の高いところは高い）また、単価といっても、基本的には上限と下限のみ決まったフレキシブル＆ネゴシアブルなものである。（IHSSの単価は公定定額）　

参考)　最低2500ドル／月～最高20000ドル超／月（S.T.E.P）

・SLSのパーソナルアシスタント…介護保険やガイドヘルプのような事業者が都度指定／テンポラリー／短時間の支援ではなく、利用者の選択／ともに暮らす／長時間の支援が前提。

Attendant :（主として昼間）時間帯で対応する介助者

Living Attendant:（主として夜間を担当する）住み込み介助者

Room mate：家賃をシェア（もしくは負担）

　　　　Johnの例）
午前8時～午後2時半

Attendant



    
午後2時～午後10時（以降）
Living attendant


  　　　（週末は別シフト）
・24時間のSLSが認められる条件：①医療的ニーズ②コミュニケーション③判断能力④服薬等の自己管理能力⑤問題行動（「施設病」）などにより必要と認められる場合。

CORE BELIEF OF SUPPORTED LIVING

支援(support)があれば、

だれもが自分自身の家で

安全かつ快適に暮らすことができます。

そのような信念に基づき、

サポーテッドリビング・サービスは、

必要なすべての人に対して

サービスを提供しています。

あらゆる人が自分自身の夢(dream)をもちますが、

私たちの仕事とは、

その夢の実現を支援することなのです。

強み(strength)と可能性(capability)に焦点をあて

必要(needs)とすることの実現に取り組むこと、

それが、その人の自尊感情(self-esteem)を高めます。

（だから）私たちは、

その人のパートナー(partner)として、

コントロールせず、支配せず

よく話し合ってなにをすべきかを決めます。

必要不可欠なことは、

その人に寄り添い、

困難な状況をともに切り抜けていくことなのです。

その人の生活の質は、

コミュニティにより深く参加するときに生じるリスクを最小限にしつつ、

自分の可能性をどこまで伸ばせるかの

バランスのうえに成り立っています。

人はみなそれぞれ違いますが、

そのなかには、あたりまえに暮らすために

他の者よりはるかに多くの支援(assistance)を必要とする人がいます。

つまり、

コミュニティで暮らすということは、

だれもが、決して、

完全に他人と無関係(independently)ではいられない、

ということなのです。

常時の看護や施設ケアが不可欠だと思われていた数多くの人びとが

地域生活を送ることを実現させてきたこと。

それが、

カリフォルニア・サポーテッドリビング・ネットワーク(CSLN)の誇りです。






（”Our Story” by California Supported Living Network）
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資料１　自立のための支援費制度～知的障害児に対するホームヘルプサービスの広がり
障害をもつ人と家族のためのリソースセンター　いなっふ　岡部耕典

　いよいよ支援費制度が開始された。そのなかでも、自立生活センターとの連携を得て、居宅介護支援費の獲得と利用に取り組んでいる将来の地域自立生活を目指す知的障害児とその家族たちのことを中心に、東京北多摩地区の状況を伝えたい。

まだまだ少数派かもしれないが、障害の軽重に関わらず、将来の子供たちの地域自立生活を願う学齢期の知的障害児や自閉症児の親が確実に増えている。彼らは、ややもすると施設的になりがちなこれまでのレスパイトサービスやショートステイ、あるいは障害児学童等に距離を置き、学齢期のころから介助者を支えとして可能な限り地域におけるあたりまえの資源を使い暮らすこと、それを最終的には介助者を伴った自立生活へとつなげてゆくことを願っている。この夢に、今回の支援費制度の開始は現実的な足がかりを与えた。

　もちろん、居宅介護支援費の利用時間数を押さえ込もうとする行政の壁は、知的障害児に対してはとりわけ厚い。支給申請に対する市町村の対応は、①（少ない時間で）一律、②前年利用実績並み、③対象・サービス限定（児童は移動介護のみしか認めないなど）、という３つのパターンよるステレオタイプの利用抑制が図られ、利用者本人の必要性（ニード）などは、聞き取りは行われても現実的にはほとんど反映していないことが多い。また、居宅介護の時間を削るかわりに申請もしていないショートステイを一律に支給決定してきたり、知的障害には身体介護単価の移動介護は一切支給しないなどの対応、あげくのはては、「子供の世話は親がするのが当然（だから児童は支給しない）」などの暴言も見られる。

また、ようやく利用時間が確保できても、自立支援と知的障害児への誠実なサポートを前提とすると、そもそも契約できるまともな事業所が、自立生活センター系以外はほとんど存在しないことも問題である。そして、その自立生活センター系の事業所でも、ヘルパーの資格要件が必須とされたことにより新規の介助者が不足し、煩雑で未整理な支援費請求業務などの事務作業に追いまくられている現状がある。

しかし、こういった利用者側・事業者側双方の困難を克服しながら、新しい関係が始まっている。いままで市役所に足を踏み入れたこともない若い親たちが、不服申し立ても辞さず時間数獲得のための行政交渉を繰り返し、その存在すら知らなかった自立生活センターに派遣の依頼を求めて殺到している。そして、それに呼応しようと、自立生活センターのコーディネーターたちも、過労で半ば倒れそうになりながらも、自らも市役所に乗り込んで時間獲得のための交渉を支援し、周辺のセンターとも連絡を取り合って足りない介助者を融通しあいながら、介助の手を切らさぬよう歯を食いしばって踏ん張ってくれている。

その結果、不服申し立てにまで至らなくとも、再審査に持ち込むことができたものは、かなりの利用時間や単価増の獲得に結果するものも出てきており、さらにその情報をネット等で交換しながら、それぞれのニーズを権利化する取り組みが進んでいる。

このように、支援費制度とその支給決定方式に問題は多いが、かといって介護保険制度への統合等が「打ちでの木槌」となるはずもなく、地域でひとりひとりのニーズを積み上げ、訴え、実績を獲得し、そして、来年の市町村の予算獲得につなげてゆかねばならないという意識の共有から、新しいネットワークが生れつつある。

障害児だけではない。都外入所施設等に措置された知的障害者の地域移行の相談も来はじめている。まず、これから始まる施設支援費の聞き取り調査で、当事者が・家族が、明確に「地域に戻りたい」・「戻らせたい」と表明することから全てが始まる。入所施設は御免だが、そのためには、恩恵とパターナリズムの福祉への決別を恐れず、そのオルタナティブを確保することが求められる。施設型福祉サービスではなく、ひとりひとりの主体性とその権利に基づくパーソナル・アテンダント・システムの確立にむけて、いまここに踏みとどまって為すべきことがある、という思いを新たにしているこの頃である。





　　　　　　　(2003年5月　　DPI機関紙vol19.2)

資料２カリフォルニアの障害者事情　　知的障害者のサポーテッド・リビング（援助付き自立生活）



　　
　　　　早稲田大学文化構想学部・全日本手をつなぐ育成会政策委員　岡部耕典

障害をもつ人が、ジョブ・コーチをつけて一般就労する援助付き雇用を「サポーテッド・エンプロイメント」と呼びますが、「サポーテッド・リビング」とは聞きなれないことばかもしれません。

「サポーテッド・リビング」とは、知的（発達）障害者が「パーソナルアシスタント」と呼ばれる支援者を使って、親元でも施設でもグループホームでなく、アパートや自分の家で自立生活をすることをいいます。つまり、身体障害の人たちのように知的障害者も、その人の生活のことはなんでも手伝う「アシスタント（支援者）」という名のヘルパーを使って地域自立生活を実現するのがサポーテッド・リビングです。アメリカでは、重度の身体障害者の人たちを中心とする自立生活運動でおこなわれている「介助者（パーソナルアシスタント）」を使った「自立生活（インディペンデント・リビング）」の知的（発達）障害者版として位置づけられています。

日本では、知的障害者の地域生活支援といえばグループホーム（ケアホーム）であり、知的障害者のヘルパーサービスの代名詞はガイドヘルパーとなります。一方で、アメリカのカリフォルニア州では、このような知的障害者がヘルパーを使って地域自立生活をおこなうことが、サポーテッド・リビング・サービス（以下ＳＬＳ）という名称で制度化されており、この制度を使って最大２４時間を含む長時間のアシスタントをつけて地域自立生活をおこなっている知的障害者が多数存在しています。

カリフォルニア州発達障害局によれば、人口３７００万人のカリフォルニア州において、２００５年度の実績ベースで５２５６人のサービス利用者がＳＬＳを利用しており、２億３０００万ドルの公費が使われていますが、そこには、子どもや家族同居の人たちを対象としたレスパイトサービスや移動支援サービスの費用（それぞれ１億９０００万ドル前後）は含まれていません。つまり、カリフォルニア州では、自立生活をしている知的障害者のヘルパー代として、なんと一人平均年間５００万円以上の支援費が使われていることになるのです。

いうまでもなく、知的障害者が「自分の家で暮らす」ためには、移動の支援以外にも料理や掃除の手伝いなどの家事援助、入浴の補助などの身体介護、お金の管理や支払いの手伝い、さらに、それらを総合してその当事者の生活に寄り添いつつ、安全に気を配り人間関係やその人自身の安心感を支える「見守り」などが必要です。

そのため、ＳＬＳは、週末だけの余暇活動支援や介護保険型の短時間の巡回介護ではなく、交代で利用者と生活を共にする長時間介護が基本とされています。そして、そのような役割を総合して果たす「ヘルパー兼同居人兼友人」のような存在があることで、コミュニケーションに障害があったり、他害や自傷等の地域生活を送るうえでの激しい「問題行動」をもった人たちも地域自立生活が可能となることも報告されています。

去る２月２日、このように興味深いサポーテッド・リビングについて、その実際とその最新の動向を聞く「みんなで話そうＩＰＰパート２　カリフォルニアの話を聞こう」というセミナーが開催されました。

主催したのは、以前からカリフォルニアの知的障害当事者運動やその支援システムを紹介してきたコミュニティサポート研究所。そして、講師として招かれたのは、カリフォルニア州発達障害局地域開発課長のジュリア・モランさんと、同じく発達障害局に勤める障害当事者職員のニコール・パターソンさん、さらに地域で実際にサポーテッド・リビングのための事業所のコーディネーターをしているシャーリーン・ジョーンズさんの３人です。

当日は、サポーテッド・リビング・サービスを中心として、行政職員と障害当事者とサービス事業所が一体となって当事者主体のサービスの推進に取り組む姿が紹介され、またこれまでコミュニティサポート研究所のプロジェクトに協力してきた全国の知的障害当事者も参加し、セミナーのあとの懇親会でも日米の交流を深めました。

日本でも、このような長時間の生活全体の支援を前提としたヘルパーの制度として「重度訪問介護」という類型があり、多くの身体障害者の人たちが、この制度を使って長時間のヘルパー派遣をうけながら自立生活を送っています。しかし、残念ながらこの制度は肢体不自由の身体障害者にしか使えません。「三障害統合」といわれたのに、また｢見守り｣や安心感を与える支援は知的障害者の人たちにこそ必要であるのにも関わらず、これはずいぶんおかしなことのようにも思えます。

　一方で、東京では、ピープルファーストと自立生活センターがタッグを組んで、実質的なサポーテッド・リビングを実現しているところもあります。（詳しくは、文末の資料を参考にしてください）
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自費も含め常時実質100～120時間の実績を作りつつ「交渉」





⇒資料１











